
別紙２－1　　
「物体検知・警告技術」の要求性能及び性能確認方法（案）

要求性能 性能評価指標 試験方法

A-1

カメラの撮影範囲（車両後方、車両全周） 表示範囲、視認距離 運転席から見えないところが少なく
なれば良い

A-2

車体屈折への対応
（車両全周／対応可能な屈折角度）

映像の合成 映像の歪みや撮影範囲の欠落がな
ければよい

検知性能 B-1

視覚的対象物検知装置(ODS)
による検知

検知範囲 検知方向、検知距離、検知範囲 ①検知範囲が確認できる資料等で確認する。
②ISO 16001:2017 Annex Hに準じる現場実証試験とす
る。

検知範囲が広ければ良い

Ｃ-1

検知領域 検知範囲 検知範囲が広ければ良い

Ｃ-2

物体と人の検知 検知性能、警報（聴覚または視覚）の有無 検知して警報が発することができれ
ば良い

Ｃ-3

物体と人の識別 識別性能、警報（聴覚または視覚）の有無 C-2およびC-3の試験より物体と人の識別を評価する。 物体と人が識別できれば良い

D-1

基本仕様 ①モニタの仕様
②映像の解像度（画質）
③主要諸元（寸法、重量など）

除雪車両に搭載するのに適していること 応募資料等で確認する。

①使用環境温度 ・除雪車両外側：-30℃以下
・除雪車両内側：-10℃以下

性能評価指標の範囲内の使用環境温度で正常に動作
する性能を有していることが確認できる根拠資料等で
確認する。

②防水性能 JIS防水保護等級7級(IPX7) ※１
一時的に一定水圧に水没しても内部に浸水しない防浸
形とすること

JIS C0920に準拠した試験方法等により性能評価指標
以上の防水性能を有していることが確認できる根拠資
料等で確認する。

③防じん性能 JIS防じん保護等級6級(IP6X) ※１
粉じんが中に入らない耐じん型とすること

JIS D0207に準拠した試験方法等により要求水準以上
の防じん性能を有していることが確認できる根拠資料
等で確認する。

④耐振動性能 タイヤチェーンの装着や凹凸路面の走行による使用環
境下で正常に動作すること

応募資料等で確認する。

①雪の付着への対策 適用の可否または留意事項 応募資料等で確認する。

②気象条件の適用性（雪，霧，雨，風，埃など） 適用の可否または留意事項 応募資料等で確認する。

③夜間の適用性 カメラの最低照度は0.1ルクス以下
夜間に使用できること

性能を有していることが確認できる根拠資料等で確認
する。

④モニタのみやすさ ・昼間と夜間でみやすさに支障がなく、運転者に負担を
与えないこと

・最大輝度250 cd/m2以上とし、輝度の調整ができるこ
と

性能を有していることが確認できる根拠資料等で確認
する。

D-4

取付 ①対象機種（対象車両）
②車両の装着方法（車外・車内）
③動力源（ＤＣ２４Ｖ）の取付方法

除雪車両に搭載するのに適していること 応募資料等および現場実証試験時に確認する。

D-5

実績 ①除雪機械の実績
②除雪機械以外の適用事例

実績台数と適用機種 応募資料等で確認する。

E-1

初期投資 ①供給方法（販売およびレンタルの有無）
②本体、付属品、設置にかかる費用

除雪機械１台当たりに要する機器本体、付属品、設置
等の費用（円）

E-2

運転費用・維持管理費用 技術の維持にかかる費用 １年間に要するのソフトウェア更新・メンテナンス等の費
用(円／年)

※要求項目が青の項目は、資料による確認のほかに現場実証試験による評価を行う。 ※１記載にない性能については、現場での必要に応じて、求める性能の内容・程度を判断する。

低コストで効果が高ければ良い

経済性

応募資料等で確認する。

基本事項

視界拡張性能

視界補助装置(VA)による車両
の周囲状況のモニタ表示

①カメラの撮影範囲が確認できる資料等で確認する。
②ISO 16001:2017 Annex Gに準じる現場実証試験とす
る。

認知性能

形態認識に基づく画像警告装
置

①検知領域や検知内容が確認できる資料等で確認す
る。
②ISO 16001:2017 Annex Iに準じる現場実証試験とす
る。

除雪車両に搭載するのに適していること

除雪車両に搭載するのに適していること

D-3

視認性 除雪車両の使用環境下で視認性が高い方が良い

性能評価

D-2

耐環境性

性能評価項目

【後方/側方のみを表示する】
☆：
後方/側方のみを表示する。
☆☆ ：
上記☆に加えて、物体または人を検知する。
☆☆☆：
上記☆☆に加えて、物体と人を識別する。

【全周囲を表示する】
☆☆：
全周囲を表示する。
☆☆☆：
上記☆☆に加えて、物体または人を検知する。
☆☆☆☆：
上記☆☆☆に加えて、物体と人を識別する。

除雪車両に搭載するのに適していること

除雪車両の使用環境温度で正常に動作すること

除雪車両の使用環境下で正常に動作する防水性能を有すること

除雪車両の使用環境下で正常に動作する防じん性能を有すること

除雪車両の使用環境下で正常に動作すること
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「映像鮮明化技術」の要求性能及び性能確認方法（案）

要求性能 性能評価指標 試験方法 性能評価

a-1

吹雪・降雪時の映像の鮮明
化

吹雪・降雪時における走行車両前方の不明瞭な映像
を鮮明な映像に変換

鮮明化処理により吹雪・降雪等の影響を低減して視
認性を向上すること

・実施機関が提供する吹雪・降雪時の走行車両前方
の映像を鮮明化処理し、処理前後の映像（画像）を横
並びで比較する。
・性能を有していることを応募資料等で確認する。

・除雪車両に搭載するのに適していること
・映像の鮮明化処理により車両や構造物等の判別が容易になること

a-2

リアルタイム 撮影した映像を鮮明化処理してモニタに表示されるま
での時間

リアルタイム処理が0.1秒以内 ・実施機関が提供する吹雪・降雪時の走行車両前方
の映像を鮮明化処理し、処理前後の映像（画像）を横
並びで比較する。
・性能を有していることを応募資料等で確認する。

リアルタイムの性能を有していること

a-3

吹雪・降雪時の視認時間（視
程）の確保

時速50km(秒速14m)の走行で、2秒先（視程28m）の構
造物等を確認してから通過するまでの視認時間（猶予
時間）

視認時間が、時速50km(秒速14m)の走行で、2秒（視
程28m）以上あること

・実施機関が提供する時速50kmの吹雪・降雪時の走
行車両前方の映像を鮮明化処理し、処理前後の映像
（画像）を比較して、構造物等を視認してから通過する
までの視認時間を計測する。

視認時間（視程）の性能を有していること

a-4

カメラ画質 ①画質（解像度）
②フレームレート（1秒間に使用するフレーム数）
③車載モニタ

①解像度が1920×1080p　（フルハイビジョン：フル
HD、プログレッシブ方式）
②フレームレートが30fps（30フレーム/秒）以上
③フルHD対応

応募資料等で確認する。 画質の性能を有していること

a-5

車載対応 ①車載への適用事例
②車両への取付方法（装着方法、動力源など）

除雪車両に搭載できること 応募資料等で確認する。 除雪車両に搭載するのに適していること

b-1

基本仕様 ①システム構成
②主要諸元（寸法、重量）

除雪車両に搭載するのに適していること 応募資料等で確認する。 除雪車両に搭載するのに適していること

①使用環境温度 ・除雪車両外側：-30℃以下
・除雪車両内側：-10℃以下

性能評価指標の範囲内の使用環境温度で正常に動
作する性能を有していることが確認できる根拠資料等
で確認する。

除雪車両の使用環境温度で正常に動作すること

②耐振動性能 タイヤチェーンの装着や凹凸路面の走行による使用
環境下で正常に動作すること

応募資料等で確認する。 除雪車両の使用環境下で正常に動作すること

①気象条件の適用性（雪，霧，雨，風，埃など） 適用の可否または留意事項

②夜間の適用性 適用の可否または留意事項

c-1

初期投資 ①供給方法（販売およびレンタルの有無）
②本体、付属品、設置にかかる費用

除雪機械１台当たりに要する機器本体、付属品、設置
等の費用（円）

c-2

運転費用・維持管理費用 技術の維持にかかる費用 １年間に要するのソフトウェア更新・メンテナンス等の
費用(円／年)

※要求項目が緑の項目は、資料による確認のほかに現場実証試験による評価を行う。

低コストで効果が高ければ良い

基本事項

b-2

耐環境性

b-3

適用性 除雪車両の使用環境下で視認性が高い方が良い

性能評価項目

性能を有していることが確認できる根拠資料等で確認
する。

映像鮮明化

経済性

応募資料等で確認する。
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「物体検知・警告技術」の試験方法及び評価方法（案） 
 
 
 
１. 適用範囲 

 これは、除雪機械の安全性向上技術のうち、オペレータへの情報提供を可能とする物体検

知・警告技術に関する物体検知装置（以下、ODS という。）、視界補助装置（以下、VA とい

う。）の性能評価及び性能試験方法について規定する。この規定には、次の事項を含む。 
  － 検出区域内の人を含む物体の検知及び／又は視界。 
  － オペレータ、及び、適切な場合は，検出区域内の人への視覚及び／又は聴覚の警報。 
 
２. 機能要求 

運転動作支援機能として、機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合に

おいて 、以下のいずれかを有していること。 
VA により視界を拡張（死角を低減）するために、後方または全周を表示する機能。 

ODS により人／物（人形体／非人形体）を検出し、視覚的または聴覚的な信号でオ

ペレータに警報を提供し、オペレータが接触を回避するための運転動作を促すことが

可能な機能。 

上記（１）または（２）に加えて、人と物を識別することが可能な機能 

 
３. 取付け型 

除雪機械への安全性向上技術の取付け方法は、以下のいずれかとする。 
除雪機械製造業者が製造段階で取付けられた内蔵型 

安全性向上技術を販売あるいはレンタルしている者によって取付けられた後付け型 

 
４. 取付け可能とする除雪機械の機種 

除雪機械に取付け可能なものとし、以下の機種を対象とする 。 
ロータリ除雪車、小形除雪車 

除雪ドーザ 

除雪グレーダ 

除雪トラック 

凍結防止剤散布車 

なお、上記の機種以外を対象としている安全性向上技術についても試験及び評価を適用

することが可能であるが、その場合、使用した機械の規格を試験結果報告書に記載する。 
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５. 引用規格 

この規定で引用している規格は、次による。 
・ISO 16001:2017,Earth-moving machinery — Object detection systems and visibility 

aids — Performance requirements and tests 
・JIS A 8315 土工機械‐運転員の身体寸法及び運転員周囲の最小空間 
・JIS A 8327 土工機械‐機械装着警報ブザー類及び警音器‐試験方法及び性能基準 
・ISO 6394, Earth-moving machinery — Determination of emission sound pressure level  
            at operator's position — Stationary test conditions 
・EN 50132-7:1996, Alarm systems — CCTV surveillance systems for use in security 
            applications — Application guidelines 
 
６. 用語及び定義 

この規定で用いる主な用語及び定義は、次による。 
６.１ 物体検知装置 ODS（object detection system） 

検知領域内にいる人を含む物体を検知し、オペレータに警告する装置。 
この装置は、一般的に検出機器、警報機器及び評価機器を含む。 

検出機器（sensing device） 

検知領域内の被験体を検知する ODS の構成部品。 
警報機器（warning device） 

視覚的及び／又は聴覚的信号で、オペレータ又は検知領域内にいる人に警報を出す

ODS の構成部品。 
評価機器（evaluation device） 

検出機器から送られてきた信号及び情報を分析し、その情報を警報機器に対応する信

号に変換する ODS の構成部品。 
 
６.２ 視界補助装置 VA（visibility aid） 

警報機器はなく、間接的な視界情報を提供する装置。この装置は、一般に、一つ以上のモ

ニタ及びカメラを含む。 
モニタ（monitor） 

検知領域の映像を画面上に映し出す VA の構成部品。 
カメラ（camera） 

検知領域の映像をモニタに送る VA の構成部品。 
 
６.３ 検知領域（detection zone） 

ODS によって被験体が検知される領域、又は VA によって映し出される領域。 
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６.４ 被験体（test body） 

検知領域の形状及び大きさを試験するために使用する人又は標準測定用人形体。 
 
７. 試験方法と試験結果の整理 

試験は、以下の３方法とする。 
 附属１：俯瞰映像システムを有する車載カメラ（ＣＣＴＶ）システムのための試験方法 
 附属２：視覚的ＯＤＳの試験方法 
 附属３：形態認識に基づく画像警告装置の評価 

 
８. 経済性の性能評価 

初期投資費用 

安全性向上技術を除雪機械１台に搭載する際の技術本体および付属品の購入費用、

設置または取付けにかかる概略費用を表１に記載して提示する。 
運転費用・維持管理費用 

安全性向上技術を除雪機械１台に搭載し、技術性能を維持するために必要な１年間

あたりの概略費用を表２に記載して提示する。 
表１ 初期投資の概略費用 

（単位：円） 
項目 詳細 金額 

（例） 
・技術本体 
・付属品 
・設置、取付け 
・オペレータ教育費 
・調整費用、など 

  

合  計 円／台  
表２ 運転・維持管理の概略費用 

（単位：円） 
項目 詳細 金額 

（例） 
・消耗品 
・ソフトウェア更新費 
・メンテナンス、など 

  

合  計 円／年 

 
９. 費用負担 

この試験にかかる費用は、応募者の負担とする。  
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附属１ 俯瞰映像システムを有する車載カメラシステムのための試験方法 

 

１. 概要及び試験の目的 

この附属は、多数のカメラからの映像を単一のモニタ上の単一の映像に合成する車載カ

メラによる俯瞰映像システムのための特定の性能要求事項及び試験を規定する。 

  
２. 被験体 

被験体は、頂部が閉じた直径 400 mm の円筒形で、人を模擬する高さ 1,600 mm とする。 
上面と下面に塗料を塗るか、又は印をつけることが望ましい。これにより、模擬の頭部と

脚部を区別する。 
 
３. 取付け及び設定 

カメラ 

カメラは、応募者の設計通りに除雪機械に設置するものとする。 
被験体 

被験体は垂直に試験評価領域に設置するものとする。 
 

４. 試験要求事項 

試験の目的は、被験体のモニタ内の大きさが視覚検知できる 7.0 mm となる被験体の位

置を測定し、記録することである。この試験は、それぞれの重複する合成映像に対して行わ

れる。 
単一の被験体がモニタ上で多数の映像として表示される場合，試験記録のために高さ 7.0 

mm 以上の映像を使用する。 
 
５. 試験手順 

複数台のカメラからの重複する映像を合成するには、図 1.1 に示すように、指定された大

きさのセルで検知領域をカバーする網目を地面に描画する。セルの大きさは、1m とする。 
— x 軸（本体の横方向）は，本体の後端部を通り、y 軸に垂直な線である。 
— y 軸（本体の長手方向）は，本体の中心点を通り、本体の長手方向に平行な線である。 
— 本体の中心点は，本体 の応募者の仕様に基づく。 
格子の各々の交点に被験体を置く。モニタの被験体のまたは映像の大きさが 7.0 mm 以

上であることを測定し確認する。 
被験体の映像の大きさが 7.0 mm 未満になるまで、手順・測定を繰り返し、被験体の位置

を記録する。被験体の一部が表示されていない場合、適切に認識できるようにするためには、

全体の映像の高さが最低 7.0 mm 以上で、頭部及び脚部が同時に表示される必要がある。 
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６. 試験条件 

試験条件は、以下とする。 
・基本姿勢（直進走行の姿勢） 
・最大屈折角度による操向姿勢（車台が屈折して操向する車両の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１.１ 重複映像合成の記録 

 
  

＋×:被験体の映像の大きさが 7.0mm 未満になる点 
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附属２ 視覚的ＯＤＳの試験方法 

 
１. 概要及び試験の目的 

この付属は、除雪機械の近くの周囲の人が適切に検知されるように、ODS の試験方法を

定める。除雪機械の近くの周囲を移動する人物の映像に基づいて検知する視覚的対象物検

知装置（ODS）の試験に適用する。 
 
２. 被験体 

附属１と同じとする。 
 
３. 取付け及び設定 

カメラ 

附属１と同じとする。 
被験体 

被験体は垂直に試験評価領域に設置するものとする。 
 
４. 試験領域 

試験領域は、視覚的 ODS に対して視界の障害物が試験領域に存在しない、開放的な平坦

面でなければならない。試験を行う要員を除き、全ての人は、視覚的 ODS によって検知さ

れない領域にいるものとする。機械の境界から、応募者が指定した距離までの試験領域に、

十字線を 1m 間隔でマーキングする。 
 
５. 試験環境 

試験環境は、以下に従うものとする 。 
—照度は、50lx より大きく、50,000lx 未満とする。 
—カメラは直射日光を受けないこと。 
—被験体を認識しにくくならないように、降雪、降雨、霧埃を避けること。 
—映像のひずみが出ないように、カメラレンズの雨滴、泥、埃を避けること。 

 
６. 試験手順 

被験体は、4 つの試験状態の各々において、機械の各境界（前面から、後面から、左側か

ら、右側からの順に）に向けて接近するものとする。 
機械前面側から接近する被験体 

被験体は、視覚的 ODS によって認識されない離れた場所に置くものとする 。被験体

を、速度 4km/h（人の歩行速度）で、機械前面境界（0m）に接近させる。被験体の検出

範囲を記録する。この接近線が機械の左側・右側の境界線の外にある場合は、被験体を機

械の前面・後面の境界線の中心線まで移動させ、検知範囲を記録する。 
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上記の動き［機械前面境界（0m）まで速度 4km/h で近づく］ を 1m だけ横にずらし

ながら繰り返し、検知範囲を記録する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２.１ 機械前面試験領域、検知範囲の記録 

 
機械後面側、左側、右側から接近する被験体 

上記の 6.1 と同様に機械後面側、左側、右側の３方向で試験する。 
 

記録 

上記 6.1～6.2 で測定した試験結果を組み合わせて記録し、被験体の検知領域と被験体

が検知されなかった領域を明確に示すものとする。図２.２に記録例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２.２ 検知範囲の記録 

太線：被験体が適切に検出された検出範囲 
破線：被験体が検出できない非検出領域 

太線：被験体が適切に検出された検出範囲 

破線：被験体が検出できない非検出領域 
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附属３ 形態認識に基づく画像警告装置の試験方法 

 

１. 概要及び試験の目的 

この附属は、除雪機械の近くの障害物の検知と人の検知及び認識の試験方法を定める。 

試験の目的は以下の通りである。 

a) 障害物検知性能の評価 

b) 人の検知及び認識の性能（人と他の対象物の区別） 

c) 検知領域の限界の測定 

 装置が人を分類できない場合は、７.項は適用しない。人を検出できるだけの場合は、６.

項は適用しない 。 

 

２. 被験体 

２種類の被験体を使用して、障害物と人を模擬する。 

障害物を模擬するための被験体１ 

障害物を模擬する被験体は、直径 40cm の円筒形で、車両用防護柵などを模擬した高

さ 80 cm とする。被験体の表面は、均一な白色で平滑であること。 

人を模擬するための被験体２ 

高さ 1.7m のマネキンを使用する。マネキンは、青色の作業服及び黄色又は橙色の目

立つ上着を着用するものとする。ヘルメットを着用する。 

試験では、身長が 1.5m～1.9m の人を被験体として使ってもよい 。青い作業服及び目

立つ上着を着用し、ヘルメットを着用する。 

 

３. 検知装置の設定 

装置は、応募者の設計とおりに除雪機械に設置する。それに合わせて装置の設定を行う。

一連の試験では、除雪機械は静止したままでなければならない。 

 

４. 試験の条件 

 試験は、次の条件下で行うものとする。 

a) 平坦な地面。 

b) 見通しの良い試験領域。 

c) 50lx～80,000lx の照明。 

d) 雨、埃、霧及び煙がないこと。 

 

５. 検知領域の確認試験 

装置は障害物検知モードで使用する。除雪機械は静止状態とする。 

応募者が指定した（事前設定されている場合）又は設定段階で設定された検知領域を地上

に描く。 
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警報が発生するまで、障害物被験体１を外部から検知領域（図３.１に示すように）に向

けて移動する。警報が発報して、安定して発報し続けた時点で、その位置を地面上にマーク

する。被験体の移動速度は、4km/h（人の歩行速度）とする。理論上の検知領域の周囲を１

ｍごとに操作を繰り返す。 

 

図３.１ 領域面積と形状の検証 

 

６. 障害物検知性能 

検知領域には、他の障害物がない。除雪機械は静止状態とする。 

被験体１を小型の台車に載せ、図３.２に示す軌道に従い、速度 4km/h（人の歩行速度）

で移動させる。 

被験体１が検知領域内にある限り、警報が発報して、安定して発報し続けることを確認す

る。 

そして、被験体１が検知領域を離れたとき、若しくは少し後、又はオペレータが応募者に

よって採用された実装に応じて意図的に警報を解除した後に、警報が停止することを確認

する。 

 
図３.２ 被験体１の移動の軌道 

7m

6m

5m

4m

3m

2m

1m

4m

被験体1

4km/h
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７. 人物検知・認知性能 

この試験は、人物を識別するために設定された装置（人物に特有の警報を発報する、及び

／又は人物が検知領域内にいる場合だけの警報を発報する）を用いて実施する。検知領域に

は、他の障害物がない。除雪機械は静止状態とする。 

人を模擬する被験体２は、図３.３に示す軌道に従い、速度 4km/h（人の歩行速度）で移

動する。 

被験体２が検知領域内にいる限り、人物検知警報が発報して、安定して発報し続けること

を確認する。 

そして、被験体２が検知領域を離れたとき、若しくは少し後（この期間の長さを記録す

る。）、又はオペレータが応募者によって採用された実装に応じて意図的に警報を解除した

後に、警報が停止することを確認する。 

 

 
図３.３ 被験体２の移動の軌道 
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「映像鮮明化技術」の試験方法及び評価方法（案） 
 
 
 
１. 適用範囲 

 これは、除雪機械の安全性向上技術のうち、オペレータへの視認性を補助する映像鮮明化

技術に関する性能評価方法及び性能試験方法について規定する。この規定には、次の事項を

含む。 
  － 撮影した映像の鮮明化処理技術とそのリアルタイム性 
 
２. 機能要求 

吹雪または降雪時の視界が悪い中で撮影した映像が、リアルタイムで鮮明化処理を行い

モニタに表示させることで視認性を向上させる機能。 
 

３. 取付け型 

除雪機械への安全性向上技術の取付け方法は、安全性向上技術を販売あるいはレンタル

している者によって取付けられた後付け型とする。 
 
４. 取付け可能とする除雪機械の機種 

除雪機械に取付け可能なものとし、以下の機種を対象とする 。 
ロータリ除雪車、小形除雪車 

除雪ドーザ 

除雪グレーダ 

除雪トラック 

凍結防止剤散布車 

なお、上記の機種以外を対象としている安全性向上技術についても試験及び評価を適用

することが可能であるが、その場合、使用した機械と規格を試験結果報告書に記載する。 
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５. 試験方法と試験結果の整理 

試験方法および試験結果の整理方法を以下に示す。 
５.１ サンプル映像 

 試験に用いるサンプル映像は、以下の条件とする。 
・ サンプル映像は、昼間に吹雪または降雪時に走行する車両前方を撮影したもので、吹雪

または降雪により不明瞭な映像とする。 
・ サンプル映像は、雪の降り方が異なる２種類とする。 
・ サンプル映像の長さは、３分以上とする。 
・ サンプル映像に映る構造物の位置および構造物と車両の距離は把握していることとす

る。 
・ サンプル映像は、実施機関が準備する。 

 
５.２ 映像鮮明化処理の評価システム 

 サンプル映像を鮮明化処理し、処理した映像と未処理映像を比較するための試験システ

ムを図１に示す。 
・ パソコンもしくは映像再生機より出力された映像信号は、HDMI 分配機により映像収

録機に直接入力されるものと映像鮮明装置に入力する信号に分配するものとする。 
・ 映像鮮明装置より出力した映像信号は、映像収録機に入力するものとする。 
・ HDMI 分配機により分配された信号が、映像鮮明装置を経て映像収録機に入力される

過程でコンバーターの接続などにより接続ケーブルの種類を変える場合は、HDMI 分

配機により映像収録機に直接入力される映像信号の接続ケーブルの途中にも同様の装

置を接続するものとする。 
・ 映像収録機に収録された未処理映像と鮮明化処理映像は、モニタの同一画面上に並べ

て表示する。 
 

５.３ 評価方法 

映像鮮明化の評価 

映像収録機に収録された未処理映像と鮮明化処理映像をモニタに同時に表示する。そ

の一部を画像として出力し、モニタまたは紙面上で鮮明化処理前後の画像で比較する。 
リアルタイム処理の評価 

未処理映像と鮮明化処理映像を比較し、映像に映る構造物などの通過を対象として、鮮

明化処理映像の遅れを計測する。遅れ時間の計測は、遅れに要したフレームレートの枚数

を数え、時間に換算する方法とする。 
視認時間（視程）の評価 

鮮明化処理した映像に映る構造物などから常に視認できる距離を映像上で計測する。 
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計測した視認距離は、除雪機械と構造物などが相対速度時速 50ｋｍにおける接触まで

の時間に換算し、この時間を視認時間とする。 
なお、視認距離の計測は実施機関が行う。 
鮮明化処理した映像より構造物などが視認できると判断する基準は、以下の各条件を

満たすことを 2 名が合意した場合とする。 
・映像に映し出された構造物などの形状が視認できること。 
・映像に映し出された構造物などの形状より構造物が何であるか推測できること。 

 

 
 

図１ 映像鮮明化処理の試験方法の例 
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６. 経済性の性能評価 

初期投資費用 

安全性向上技術を除雪機械１台に搭載する際の技術本体および付属品の購入費用、

設置または取付けにかかる概略費用を表１に記載して提示する。 
運転費用・維持管理費用 

安全性向上技術を除雪機械１台に搭載し、技術性能を維持するために必要な１年間

あたりの概略費用を表２に記載して提示する。 
 

表１ 初期投資の概略費用 

（単位：円） 
項目 詳細 金額 

（例） 
・技術本体 
・付属品 
・設置、取付けなど 

  

合  計 円／台  
表２ 運転・維持管理の概略費用 

（単位：円） 
項目 詳細 金額 

（例） 
・ソフトウェア更新費 
・メンテナンス、など 

  

合  計 円／年 

 
 
７. 費用負担 

この試験にかかる費用は、応募者の負担とする。 


